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回次
第119期

中間連結会計期間
第120期

中間連結会計期間
第119期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （百万円） 54,687 58,548 112,789

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △318 1,491 910

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰

属する中間純損失（△）

（百万円） △3,363 857 △4,187

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △1,790 △120 △2,197

純資産額 （百万円） 70,518 68,888 69,283

総資産額 （百万円） 124,986 119,883 122,336

１株当たり中間（当期）純利益

又は１株当たり中間純損失

（△）

（円） △116.35 30.30 △145.69

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － 30.30 －

自己資本比率 （％） 55.8 56.8 56.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,934 2,821 6,245

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,588 △3,053 △10,201

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 7,371 △877 2,071

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 26,423 17,215 18,852

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　前中間連結会計期間及び前連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存

在するものの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間における、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

　当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高はダイカスト製品をはじめとする自動車部品の売上増加等

により、58,548百万円となり、前年同期に比べ3,861百万円の増収（7.1％増）となりました。営業利益は1,400

百万円（前年同期は営業損失369百万円）となりました。経常利益は1,491百万円（前年同期は経常損失318百万

円）となりました。親会社株主に帰属する中間純利益は857百万円(前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失

3,363百万円)となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①自動車部品関連事業

　自動車部品関連事業においては、売上高が52,036百万円となり、前年同期に比べ2,649百万円の増収（5.4％

増）となりました。

②自動車製造用設備関連事業

　自動車製造用設備関連事業においては、売上高が6,435百万円となり、前年同期に比べ1,214百万円の増収

（23.3％増）となりました。

（２）財政状態の状況

　当中間連結会計期間末の総資産は、主に現金及び預金、機械装置及び運搬具、商品及び製品の減少、投資有価

証券の増加により前連結会計年度末に比べ2,453百万円減少し119,883百万円となりました。負債は、主に長期借

入金、電子記録債務の減少、１年以内返済予定の長期借入金の増加により前連結会計年度末に比べ2,058百万円

減少し50,994百万円となりました。純資産は、主に為替換算調整勘定の減少、利益剰余金、その他有価証券評価

差額金の増加により前連結会計年度末に比べ395百万円減少し、68,888百万円となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、17,215百万円となり、前連結

会計年度末に比べ1,637百万円減少（8.7％減）いたしました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、2,821百万円となり、前年同期に比べ886百万円増加いたしました。営業活動

によるキャッシュ・フローの増加要因は、税金等調整前中間純利益の増加2,226百万円によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、3,053百万円となり、前年同期に比べ534百万円減少いたしました。投資活動

によるキャッシュ・フローの増加要因は、定期預金の預入による支出の増加があった一方で、定期預金の払戻に

よる収入の増加1,382百万円、有形固定資産の取得による支出の減少1,007百万円があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、877百万円（前年同期は7,371百万円の獲得）となりました。財務活動による

キャッシュ・フローの減少要因は、長期借入れによる収入の減少8,000百万円によるものです。

（４）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は1,834百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,400,000

計 48,400,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）

（2025年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年11月12日）
（注）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,172,457 29,172,457

東京証券取引所

（スタンダード市場）

名古屋証券取引所

（プレミア市場）

単元株式数は100株で

あります。

計 29,172,457 29,172,457 － －

②【発行済株式】

（注）　提出日現在の発行数には、2025年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

- 3 -



（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 29,172,457 － 6,712 － 10,342

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割

合（％）

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 9,688 34.22

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 2,399 8.47

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１番地 1,427 5.04

日本発条株式会社 神奈川県横浜市金沢区福浦３丁目10 1,344 4.75

大豊工業従業員持株会 愛知県豊田市緑ヶ丘３丁目65番地 793 2.80

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 609 2.15

大豊工業取引先持株会 愛知県豊田市緑ヶ丘３丁目65番地 416 1.47

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１３番１号 388 1.37

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　Ａ

ＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０

５０４４

（常任代理人　みずほ銀行決済営業部）

ＯＮＥ　ＣＯＮＧＲＥＳＳ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＳＵＩＴＥ　１，　ＢＯＳＴＯＮ，　

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ（東京都港区

港南２丁目１５－１　品川インターシティ

Ａ棟）

351 1.24

株式会社アイシン 愛知県刈谷市朝日町２丁目１ 300 1.06

計 － 17,720 62.58

（５）【大株主の状況】

（注）　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　 2,399千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　　　　 609千株
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2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 855,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,296,000 282,960 －

単元未満株式 普通株式 21,257 － －

発行済株式総数 29,172,457 － －

総株主の議決権 － 282,960 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

大豊工業株式会社
愛知県豊田市緑ヶ

丘三丁目65番地
855,200 - 855,200 2.93

計 － 855,200 - 855,200 2.93

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

- 6 -



(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,952 18,406

受取手形及び売掛金 19,109 19,685

電子記録債権 3,194 2,716

契約資産 1,294 1,984

商品及び製品 6,082 5,347

仕掛品 3,138 3,072

原材料及び貯蔵品 8,446 8,404

その他 2,759 2,873

貸倒引当金 △75 △64

流動資産合計 63,902 62,426

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 38,876 38,691

減価償却累計額 ※１ △28,265 ※１ △28,520

建物及び構築物（純額） 10,610 10,171

機械装置及び運搬具 106,815 105,944

減価償却累計額 ※１ △89,893 ※１ △89,856

機械装置及び運搬具（純額） 16,922 16,087

工具、器具及び備品 16,834 17,006

減価償却累計額 ※１ △15,346 ※１ △15,508

工具、器具及び備品（純額） 1,488 1,498

土地 13,732 13,700

リース資産 441 441

減価償却累計額 △284 △290

リース資産（純額） 156 150

建設仮勘定 5,241 4,626

有形固定資産合計 48,152 46,234

無形固定資産

リース資産 0 0

その他 1,685 1,868

無形固定資産合計 1,685 1,868

投資その他の資産

投資有価証券 5,063 6,011

繰延税金資産 713 628

退職給付に係る資産 2,293 2,318

その他 534 405

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 8,595 9,353

固定資産合計 58,434 57,456

資産合計 122,336 119,883

１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,826 7,574

電子記録債務 6,565 5,309

短期借入金 446 679

１年内返済予定の長期借入金 1,328 15,000

リース債務 39 31

未払費用 6,258 6,441

未払法人税等 390 526

役員賞与引当金 123 61

製品保証引当金 218 162

その他 2,182 1,958

流動負債合計 25,379 37,743

固定負債

長期借入金 24,239 9,592

リース債務 63 67

繰延税金負債 1,885 2,123

退職給付に係る負債 527 541

役員退職慰労引当金 135 137

資産除去債務 755 730

その他 67 55

固定負債合計 27,673 13,250

負債合計 53,052 50,994

純資産の部

株主資本

資本金 6,712 6,712

資本剰余金 10,164 10,164

利益剰余金 42,161 42,736

自己株式 △644 △639

株主資本合計 58,394 58,973

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,554 3,207

為替換算調整勘定 6,318 4,680

退職給付に係る調整累計額 1,335 1,288

その他の包括利益累計額合計 10,208 9,176

新株予約権 69 73

非支配株主持分 612 666

純資産合計 69,283 68,888

負債純資産合計 122,336 119,883
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

売上高 54,687 58,548

売上原価 47,437 49,607

売上総利益 7,249 8,941

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 542 558

役員報酬 154 155

従業員給料 1,695 1,718

賞与 596 554

退職給付費用 74 72

法定福利費 347 345

福利厚生費 253 243

役員退職慰労引当金繰入額 24 23

役員賞与引当金繰入額 71 63

賃借料 93 92

旅費及び交通費 116 115

減価償却費 281 334

研究開発費 1,958 1,834

その他 1,408 1,426

販売費及び一般管理費合計 7,618 7,541

営業利益又は営業損失（△） △369 1,400

営業外収益

受取利息 33 44

受取配当金 78 93

為替差益 49 48

持分法による投資利益 － 3

その他 86 96

営業外収益合計 249 285

営業外費用

支払利息 68 76

固定資産除却損 31 35

減価償却費 59 67

持分法による投資損失 12 －

その他 26 14

営業外費用合計 198 193

経常利益又は経常損失（△） △318 1,491

(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

特別利益

新株予約権戻入益 12 1

固定資産売却益 23 1

投資有価証券売却益 166 3

特別利益合計 201 6

特別損失

固定資産除却損 5 1

固定資産売却損 5 0

減損損失 ※１ 628 ※１ 25

その他 － 0

特別損失合計 639 26

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△756 1,470

法人税、住民税及び事業税 586 516

法人税等調整額 1,980 13

法人税等合計 2,566 529

中間純利益又は中間純損失（△） △3,323 941

非支配株主に帰属する中間純利益 40 83

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△3,363 857
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △3,323 941

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,104 653

為替換算調整勘定 2,600 △1,663

退職給付に係る調整額 16 △29

持分法適用会社に対する持分相当額 19 △21

その他の包括利益合計 1,532 △1,061

中間包括利益 △1,790 △120

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △1,862 △174

非支配株主に係る中間包括利益 71 53

【中間連結包括利益計算書】
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
△756 1,470

減価償却費 3,431 3,349

減損損失 628 25

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 41 △0

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △19 △30

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △68 2

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △62 △61

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △5

受取利息及び受取配当金 △112 △137

支払利息 68 76

固定資産除却損 36 36

固定資産売却損益（△は益） △17 △1

投資有価証券売却損益（△は益） △166 △2

持分法による投資損益（△は益） 12 △3

売上債権の増減額（△は増加） 1,943 △531

契約資産の増減額（△は増加） △648 △690

棚卸資産の増減額（△は増加） △949 449

仕入債務の増減額（△は減少） 309 △1,396

未払消費税等の増減額（△は減少） △561 593

その他 △704 6

小計 2,408 3,148

利息及び配当金の受取額 114 149

利息の支払額 △73 △76

法人税等の支払額 △514 △399

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,934 2,821

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △246 △1,776

定期預金の払戻による収入 275 1,658

有形固定資産の取得による支出 △3,617 △2,609

有形固定資産の売却による収入 31 27

投資有価証券の売却による収入 167 6

貸付けによる支出 － △3

貸付金の回収による収入 19 86

その他 △218 △441

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,588 △3,053

(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 519 560

短期借入金の返済による支出 △319 △310

長期借入れによる収入 8,000 －

長期借入金の返済による支出 △500 △829

ストックオプションの行使による収入 5 3

自己株式の取得による支出 △0 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △18 △17

配当金の支払額 △289 △253

非支配株主への配当金の支払額 △26 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,371 △877

現金及び現金同等物に係る換算差額 658 △527

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,377 △1,637

現金及び現金同等物の期首残高 20,046 18,852

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 26,423 ※１ 17,215
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（税金費用の計算方法の変更）

　従来、当社の税金費用につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりましたが、当社において、

当中間連結会計期間より、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

　この変更は、当社グループ中間連結決算業務の迅速性の確保と、一層の効率化を図るために行ったものであり

ます。

　なお、この変更による中間連結財務諸表に与える影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

（表示方法の変更）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「売上債権の増減額 （△は増

加）」に含めて表示していた「契約資産の増減額（△は増加）」は、開示の明瞭性を高める観点から当中間連結

会計期間より独立して表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の連結財

務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前中間連結会計期間の連結キャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「売上債権の増減額（△は増加）」に表示していた1,294百万円は、「売上債権の増減額（△は増加）」

1,943百万円および「契約資産の増減額（△は増加）」△648百万円として組替えております。

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当社及び一部の連結子会社における税金費用につきましては、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

株式会社豊和産業 156百万円 155百万円

（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

場所 用途 種類 金額

大豊精機株式会社

（愛知県豊田市）
事業用資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土地

建設仮勘定

229百万円

183百万円

46百万円

20百万円

148百万円

（中間連結損益計算書関係）

※１　減損損失

前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

　以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、事業用資産を各セグメント内の製品別にグルーピングしております。

当中間連結会計期間では、当社グループ連結子会社である大豊精機株式会社の自動車部品関連セグメントにお

いて、事業環境の変化を背景とした受注の減少及び収益性の低下が見込まれることから、減損の兆候を識別し、

対象となる固定資産について減損の判定を行いました。その結果、当セグメント内の資産グループについては、

割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ると判断したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しております。正味売却価額は外部専門家から入手した不動産

鑑定評価額等を用いて合理的に算出しており、他への転用や売却が困難な資産等については、備忘価額により評

価しております。

当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

　重要な減損損失はありません。

　２　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第

46号　2024年３月22日）を当中間連結会計期間の期首から適用しております。なお、当該実務対応報告第７項を

適用しているため、当中間連結財務諸表においては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等を計上して

おりません。

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 27,508百万円 18,406百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金、定期積金 △1,084百万円 △1,191百万円

現金及び現金同等物 26,423百万円 17,215百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月25日

取締役会
普通株式 289 10.0 2024年３月31日 2024年６月５日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月30日

取締役会
普通株式 289 10.0 2024年９月30日 2024年11月26日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年４月24日

取締役会
普通株式 283 10.0 2025年３月31日 2025年６月４日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月30日

取締役会
普通株式 283 10.0 2025年９月30日 2025年11月26日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１　配当金支払額

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１　配当金支払額

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

自動車部品
関連事業

自動車製造
用設備関連

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 49,387 5,220 54,607 79 54,687 － 54,687

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 148 148 287 435 △435 －

計 49,387 5,368 54,756 367 55,123 △435 54,687

セグメント利益又は損失

（△）
△450 84 △366 △11 △377 8 △369

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

自動車部品
関連事業

自動車製造
用設備関連

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 52,036 6,435 58,471 76 58,548 － 58,548

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 91 91 275 367 △367 －

計 52,036 6,527 58,563 352 58,915 △367 58,548

セグメント利益又は損失

（△）
1,138 276 1,414 △21 1,393 6 1,400

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売等のサービスを含んで

おります。

２　セグメント利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との調整額８百万円は、主に報告セグ

メントに帰属しない連結消去に係る決算調整額となっております。

３　セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失との調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

中間連結会計期間において、自動車部品関連事業に係る減損損失は628百万円であります。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売等のサービスを含んで

おります。

２　セグメント利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との調整額６百万円は、主に報告セグ

メントに帰属しない連結消去に係る決算調整額となっております。

３　セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な減損損失はありません。
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３　報告セグメントの変更等に関する事項

　　(報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額の算定方法の変更)

　　　当中間連結会計期間期首より、報告セグメントごとの業績をより適切に評価するため、報告セグメントの

算定方法を変更し、従来「調整額」に含めていた一般管理費用を各セグメントに配賦しております。

　　　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報について、変更後の算定方法で作成しており、前中間連結会

計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」に記載しております。
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報告セグメント

その他

（注）
計自動車部品

関連事業

自動車製造用

設備関連事業
計

 軸受製品 22,663 － 22,663 － 22,663

 システム製品 10,039 － 10,039 － 10,039

 ダイカスト製品 5,830 － 5,830 － 5,830

 ガスケット製品 8,420 － 8,420 － 8,420

 自動車製造用設備 － 5,220 5,220 － 5,220

 その他 2,434 － 2,434 79 2,513

顧客との契約から生じる収益 49,387 5,220 54,607 79 54,687

外部顧客への売上高 49,387 5,220 54,607 79 54,687

報告セグメント

その他

（注）
計自動車部品

関連事業

自動車製造用

設備関連事業
計

 軸受製品 23,493 － 23,493 － 23,493

 システム製品 10,805 － 10,805 － 10,805

 ダイカスト製品 6,580 － 6,580 － 6,580

 ガスケット製品 8,789 － 8,789 － 8,789

 自動車製造用設備 － 6,435 6,435 － 6,435

 その他 2,367 － 2,367 76 2,444

顧客との契約から生じる収益 52,036 6,435 58,471 76 58,548

外部顧客への売上高 52,036 6,435 58,471 76 58,548

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを財又はサー

ビスの種類別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売等のサービスを含んでおりま

す。

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品の小売等のサービスを含んでおりま

す。
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項目
前中間連結会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純

損失（△）
△116.35円 30.30円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社

株主に帰属する中間純損失（△）（百万円）
△3,363 857

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益又は親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（百万円）

△3,363 857

普通株式の期中平均株式数（株） 28,904,823 28,313,266

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 30.30円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百

万円）
－ －

普通株式増加数（株） 40,870 2,145

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株

当たり中間純損失であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（１）期末配当

　第119期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）期末配当については、2025年４月24日開催の取締役会にお

いて、2025年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり剰余金の配当を行うことを

決議いたしました。

①　期末配当金の総額　　　　　　　　　　　　283百万円

②　１株当たりの配当金　　　　　　　　　　　 10円00銭

③　効力発生日ならびに支払開始日　　　 2025年６月４日

（２）中間配当

　第120期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）中間配当については、2025年10月30日開催の取締役会にお

いて、2025年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり剰余金の配当を行うことを

決議いたしました。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　283百万円

②　１株当たりの配当金　　　　　　　　　　　 10円00銭

③　効力発生日ならびに支払開始日　　　 2025年11月26日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月12日

大豊工業株式会社

取　締　役　会　御　中

 太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 古　田　賢　司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本　田　一　暁

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊工業株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、大豊工業株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注） １． 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２． XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長新美俊生は、当社の第120期中（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）の半期報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


